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保険会社（株式会社損害保険ジャパン）へのヒアリング結果要旨 

 

1. 保険会社における天候デリバティブ等の取組実態 

・ 保険会社にとっては、気候変動は大きなリスクである一方、チャンスもある。現状では、

天候デリバティブは主に国内の法人向けに販売されているが、2010年 1月に、タイ東北
部の干ばつリスクを対象とした天候インデックス保険の販売を開始したところである。

この保険は、JBIC、農環技研（NIAES）、タイ気象庁、タイ農業協同組合銀行との協力に
よって開発したものである。 

・ タイ農村部の農業従事者の多くは、農作業開始前に銀行から資金の借り入れを行い、収

穫された農作物の販売を通じて現金化することで、資金の返済に充てている。しかし、

干ばつなどにより収穫高が大幅に減少した場合、借入金の返済資金が不足してしまい、

深刻な問題となることがあった。そのため今回、農業従事者の干ばつリスクへの適応力

を向上させることを目指し、天候インデックス保険の提供を開始している。 

・ 保険とデリバティブの主要な違い：保険は実際に発生した損害に対して、損害の査定を

した上で支払いを行うのに対し、デリバティブはあらかじめ双方で決めたインデックス

（天候デリバティブの場合は、気温、降水量、積雪深、風速、日照時間等）の推移に応

じて補償金を支払う。デリバティブでは、損害の査定を必要としないため、支払いの迅

速性がある点がメリットとなるが、一方で補償金と実際の損害額とにギャップが生じる

リスク（ベーシスリスク）がある。なお天候インデックス保険と天候デリバティブは、

商品の機能はほぼ同じだが、各国の法律上の違いにより、日本では天候デリバティブと

して販売されている商品とほぼ同じ内容の商品が、タイやインド、フランスなどの国で

は天候インデックス保険として扱われている。 

・ 災害による被害を受けた企業においては、費用増大・逸失利益への対応として、当座の

資金へのニーズが発生する場合が多く、このデリバティブの持つ補償金支払いに対する

迅速性には一定のニーズがあると考えられる。 

・ 天候デリバティブはオーダーメイドが可能であり、どのインデックス・水準とするか、

事前に保険会社と顧客との間で合意を得るプロセスを経る（この協議にはある程度の時

間を要する）。その際、設定するインデックスと当該企業の収益等の相関を分析すること

となり、データの有無や精度が重要となる（後述）。 

・ 天候デリバティブ商品の主な需要者は、スキー場、ゴルフ場、飲料系メーカー、エネル

ギー事業者（電力・ガス）、衣料メーカー等と考えられる。自然エネルギーの発電事業を

行っている事業者等も、発電量に影響するため、関心を持っている。また、農業分野で

は、東北地方などさまざまな地域で天候デリバティブ商品（冷夏リスクなど）を提供し

ている。 

・ 2007 年 9 月 30日施行の金融商品取引法による規制強化で、損害保険会社の主力販売チ
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ャンネルであった地方銀行や損害保険代理店が天候デリバティブの販売を停止する結果

となり、天候デリバティブの販売が停滞基調となっている。 

・ 通常、住宅等を購入した際に加入する火災保険にも風災・水災等の保険も含めた総合保

険的なものがあり、これを購入することで、様々なリスクが予防されているという面も

ある。一方、風災・水災に脆弱な地域については、長期かつ安定的な保険料水準をお客

様に提供するために、事前の予防対策が重要となる。 

・ インデックスの設定は、条件を細かく設定するほど精緻にはなるが、分かりづらく複雑

なものになってしまう。 

・ インデックス設定には、膨大な時間および費用が必要となる。そのため、途上国での展

開にあたっては、これらのコストがネックの一つとなってくるため、作物共通、地域共

通といったインデックスの共通化といった検討も必要となる。 

 

2. 保険会社が適応への取り組みを進める上での課題、行政への期待 

・ 気候データの蓄積、整備は大きな課題である。特に、途上国においては、気象観測所の

整備が大きな課題である。アジア地域の天候デリバティブの普及・促進につなげるため

には、地上観測による気候データ、災害データや将来予測データの整備とそのデータの

提供が求められる。タイでは、タイ気象庁が全国 1,000 箇所程度の自動観測装置を整備
したところである。 

・ インデックスの開発は個々のケースごとに必要であり、それには研究者等当該分野の専

門家との協力が必要だが、民間企業にとって、適切なパートナーを短期間で見つけるこ

とは難しい。共同研究のスキームを組む場合にも、どのような形態・役割分担で行うか、

その都度、試行錯誤が必要である。また、保険は認可商品でもあり、特に海外などでは

行政への説明が必要になるが、そのような場面で相手国での人的ネットワークも重要に

なる。研究者、行政等、関係者間を調整するコーディネート役が必要である。 

・ 特にリスクの高い影響に対しての保険の場合には、政府の支援も必要になる。例えば、

地震では、甚大なリスクが想定されるため、民間の損害保険会社と政府の連携で対応す

る仕組みもあり、気候変動の影響被害に対しても甚大なものについては同じような対応

が必要になってくると考えられる。リスクの一定割合を再保険として諸外国の再保険会

社へ出すケースなどでは、当該再保険取引がコスト割れをしないような措置も必要にな

る。 

・ 気候変動への適応策として効果の高い保険商品の開発と普及のため、行政に対しては、

上記のような課題を克服するための、インフラ整備（風水災、気象観測網）、コーディネ

ーター、官民共同研究の実施と補助等の面での支援も期待している。 
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【参考：株式会社損害保険ジャパン提供資料】 
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